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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第48期

第１四半期
連結累計期間

第49期
第１四半期
連結累計期間

第48期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （千円） 7,791,633 8,142,851 34,350,127

経常利益 （千円） 307,420 92,601 2,731,001

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 175,963 △37,407 2,153,358

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 76,408 △134,375 1,522,174

純資産額 （千円） 11,433,072 11,679,323 12,097,917

総資産額 （千円） 44,626,059 49,390,412 50,091,509

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 3.90 △0.86 48.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 3.79 － 46.66

自己資本比率 （％） 25.0 23.0 23.5

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第49期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

シンジケートローン契約について

当社は、平成28年６月22日開催の取締役会決議に基づき、設備資金の安定的かつ効率的調達を目的として、㈱三菱

東京ＵＦＪ銀行を主幹事とする金融機関９行からなるシンジケート団と以下のとおりシンジケートローン契約を締結

いたしました。

契約日 平成28年６月27日

契約金額 4,000,000千円

借入利率 ３ヶ月Tibor＋0.7％

契約期限 平成33年４月30日

担保 無担保

保証 無保証

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用環境の改善等、国内景気は緩やかな回復

基調で推移いたしました。しかしながら、英国のＥＵ離脱決定による金融市場の混乱等、依然として先行き不透明な

状況が続いております。

当社グループに関連する建設業界におきましては、東京オリンピック・パラリンピックの開催、老朽化インフラの

再整備の重要性の高まり、リニア中央新幹線の工事着工など、受注環境は総じて堅調に推移しております。このよう

な環境の中で、当社グループは、前期に引き続き、次世代足場「Iｑシステム（アイキューシステム）」によるデフ

ァクトスタンダード獲得を目指すべく、販売・レンタル両面での拡販及びＡＳＥＡＮ地域を中心とした海外展開を積

極的に進めてまいりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高が8,142,851千円（前年同期比4.5％増）、営業利益が

272,302千円（前年同期比7.5％増）、海外子会社に対する外貨建貸付金の円換算等による為替差損が影響し、経常利

益が92,601千円（前年同期比69.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失が37,407千円（前年同四半期は親会社

株主に帰属する四半期純利益175,963千円）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

①販売事業

ホリー㈱の営業部門統合により、セグメント間売上高が減少したものの、高評価を得ている「Iｑシステム（アイ

キューシステム）」を中心とした仮設機材の売上げは、引き続き堅調に推移しております。また、営業部門統合の目

的であったグループ資産の運用効率の向上についても、売上総利益率、販売管理比率において、成果の兆しが出てま

いりました。

これらの結果、売上高は3,652,153千円（前年同期比9.0％減）、営業利益386,764千円(前年同期比7.5％増)となり

ました。

②レンタル事業

土木・橋梁工事において、当第１四半期連結累計期間の後半まで、一部の地域で工事の停滞及び着工の遅れが、見

られたものの、民間建築においては、首都圏を中心に旺盛な仮設機材の需要の中で、「Iｑシステム（アイキューシ

ステム）」が引き続き好調に推移しております。また、全国の主要都市において超高層マンションの改修工事の需要

は高く、移動昇降式足場「リフトクライマー」が、出荷基調で推移しております。収益面では、従来品から「Iｑシ

ステム（アイキューシステム）」への入れ替えに伴い減価償却費が増加しているものの、高い稼動効率が減価償却費

の増加を補完しております。

これらの結果、売上高は5,011,080千円（前年同期比11.6％増）、営業利益377,355千円(前年同期比44.0％増)とな

りました。
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③海外事業

ＤＩＭＥＮＳＩＯＮ-ＡＬＬ ＩＮＣ．（以下ＤＡＩ）の子会社化による売上げ増加はあったものの、韓国内の太陽

光事業の需要が減少しております。収益面におきましても、ＤＡＩの子会社化に伴う初期投資費用の計上等により、

販売費及び一般管理費が一時的に増加しております。これらの結果、売上高は1,006,831千円（前年同期比11.9％

減）、営業損失25,000千円(前年同四半期は営業利益23,931千円)となりました。

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、49,390,412千円となり、前連結会計年度末と比べ701,096千円減少いた

しました。この主な要因は、現金及び預金の減少450,043千円、受取手形及び売掛金の減少662,874千円、商品及び製

品の増加590,832千円等によるものであります。

負債合計は、37,711,089千円となり、前連結会計年度末と比べ282,502千円減少いたしました。この主な要因は、

未払法人税等の減少629,907千円等によるものであります。

純資産合計は、11,679,323千円となり、前連結会計年度末と比べ418,594千円減少いたしました。この主な要因

は、親会社株主に帰属する四半期純損失37,407千円及び剰余金の配当284,218千円による利益剰余金の減少321,626千

円等によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15,260千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 45,304,000 45,304,000 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 45,304,000 45,304,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年４月１日～
平成28年６月30日

－ 45,304,000 － 714,770 － 752,770

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,578,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,707,600 437,076 －

単元未満株式 普通株式 18,400 － －

発行済株式総数 45,304,000 － －

総株主の議決権 － 437,076 －

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エスアールジータ

カミヤ㈱

大阪市北区大深町

３番１号
1,578,000 － 1,578,000 3.48

計 － 1,578,000 － 1,578,000 3.48

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,642,513 4,192,469

受取手形及び売掛金 9,371,995 8,709,120

商品及び製品 2,824,914 3,415,746

仕掛品 1,097,900 902,825

原材料及び貯蔵品 980,850 869,668

繰延税金資産 181,154 152,496

その他 834,068 735,255

貸倒引当金 △163,754 △106,498

流動資産合計 19,769,642 18,871,084

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 35,774,153 36,021,731

減価償却累計額 △18,401,079 △18,493,310

賃貸資産（純額） 17,373,073 17,528,421

建物及び構築物 5,310,171 5,505,350

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,654,718 △2,650,572

建物及び構築物（純額） 2,655,453 2,854,778

機械装置及び運搬具 1,740,343 1,798,087

減価償却累計額 △656,632 △665,711

機械装置及び運搬具（純額） 1,083,711 1,132,375

土地 4,937,789 4,927,176

リース資産 1,070,683 1,087,311

減価償却累計額 △655,188 △687,007

リース資産（純額） 415,495 400,303

建設仮勘定 188,104 35,227

その他 884,974 868,362

減価償却累計額 △487,146 △475,518

その他（純額） 397,828 392,843

有形固定資産合計 27,051,456 27,271,126

無形固定資産

借地権 327,821 327,821

のれん 156,604 141,487

リース資産 88,714 80,259

その他 168,147 166,054

無形固定資産合計 741,287 715,622

投資その他の資産

投資有価証券 295,939 288,391

差入保証金 624,031 619,610

会員権 47,476 47,476

退職給付に係る資産 87,356 105,531

繰延税金資産 519,513 521,462

その他 1,032,505 1,030,098

貸倒引当金 △77,697 △79,991

投資その他の資産合計 2,529,123 2,532,579

固定資産合計 30,321,867 30,519,328

資産合計 50,091,509 49,390,412
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,110,151 6,072,038

短期借入金 4,958,800 5,165,800

1年内償還予定の社債 632,500 632,500

1年内返済予定の長期借入金 5,639,278 5,565,530

リース債務 235,261 218,525

未払法人税等 796,920 167,012

賞与引当金 227,085 107,131

設備関係支払手形 504,491 531,382

資産除去債務 35,000 －

その他 2,225,882 2,278,342

流動負債合計 21,365,371 20,738,261

固定負債

社債 175,000 143,750

長期借入金 13,304,389 13,676,232

リース債務 326,426 308,553

繰延税金負債 3,053 －

役員退職慰労引当金 43,910 45,110

退職給付に係る負債 744,248 781,747

資産除去債務 12,160 12,235

その他 2,019,031 2,005,198

固定負債合計 16,628,220 16,972,827

負債合計 37,993,591 37,711,089

純資産の部

株主資本

資本金 714,770 714,770

資本剰余金 1,208,857 1,208,857

利益剰余金 10,344,515 10,022,889

自己株式 △703,066 △703,066

株主資本合計 11,565,075 11,243,449

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 18,571 12,737

繰延ヘッジ損益 △78,778 △86,000

為替換算調整勘定 292,320 194,644

退職給付に係る調整累計額 △31,081 △17,154

その他の包括利益累計額合計 201,030 104,226

新株予約権 243,498 243,498

非支配株主持分 88,312 88,149

純資産合計 12,097,917 11,679,323

負債純資産合計 50,091,509 49,390,412
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

売上高 7,791,633 8,142,851

売上原価 5,438,436 5,759,603

売上総利益 2,353,197 2,383,248

販売費及び一般管理費 2,099,780 2,110,945

営業利益 253,416 272,302

営業外収益

受取利息 2,122 2,656

受取配当金 17,941 8,949

受取賃貸料 20,743 30,031

賃貸資産受入益 4,131 5,266

スクラップ売却収入 14,338 7,359

持分法による投資利益 12,801 8,794

デリバティブ評価益 1,885 －

その他 57,890 18,696

営業外収益合計 131,854 81,755

営業外費用

支払利息 52,264 54,772

支払手数料 16,452 18,342

デリバティブ評価損 － 6,670

為替差損 － 168,442

その他 9,133 13,228

営業外費用合計 77,850 261,456

経常利益 307,420 92,601

特別利益

固定資産売却益 253 3,552

特別利益合計 253 3,552

特別損失

固定資産除却損 96 3,617

特別損失合計 96 3,617

税金等調整前四半期純利益 307,577 92,536

法人税、住民税及び事業税 170,014 90,599

法人税等調整額 △2,438 39,506

法人税等合計 167,576 130,105

四半期純利益又は四半期純損失（△） 140,001 △37,569

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △35,961 △161

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
175,963 △37,407
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 140,001 △37,569

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △57,128 △5,835

繰延ヘッジ損益 2,475 △7,221

為替換算調整勘定 △18,140 △97,676

退職給付に係る調整額 9,201 13,927

その他の包括利益合計 △63,592 △96,806

四半期包括利益 76,408 △134,375

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 112,344 △134,211

非支配株主に係る四半期包括利益 △35,936 △163
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附

属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 70,267千円 97,819千円

２ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 162,537千円 196,660千円

３ 保証予約

連結会社以外の会社の金融機関等からのリース債務に対し、保証予約を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

(同)岡山第二発電所 503,830千円 491,658千円

(同)京都第四発電所 － 327,458

計 503,830 819,117

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のとおりで

あります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 971,657千円 1,096,137千円

のれん償却額 6,948 8,765

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月26日
取締役会

普通株式 405,899,370 ９ 平成27年３月31日 平成27年６月12日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月25日
取締役会

普通株式 284,218,545 6.5 平成28年３月31日 平成28年６月15日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

販売事業 レンタル事業 海外事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,596,689 4,466,946 727,998 7,791,633 － 7,791,633

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,415,283 22,157 414,409 1,851,849 △1,851,849 －

計 4,011,972 4,489,103 1,142,407 9,643,483 △1,851,849 7,791,633

セグメント利益 359,844 262,027 23,931 645,802 △392,386 253,416

（注）１．セグメント利益の調整額△392,386千円には、セグメント間取引消去△71,910千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△320,475千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管

理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

販売事業 レンタル事業 海外事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,561,027 4,951,911 629,912 8,142,851 － 8,142,851

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,091,126 59,169 376,918 1,527,214 △1,527,214 －

計 3,652,153 5,011,080 1,006,831 9,670,065 △1,527,214 8,142,851

セグメント利益
又は損失（△）

386,764 377,355 △25,000 739,119 △466,816 272,302

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△466,816千円には、セグメント間取引消去△129,026千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△337,789千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

３．報告セグメントの変更等に関する事項

（報告セグメントの変更）

当第１四半期連結会計期間より、海外事業の重要性が増したため、セグメント情報の区分を見直し、報告セ

グメントを従来の「販売事業」及び「レンタル事業」の２区分から、「販売事業」、「レンタル事業」及び

「海外事業」の３区分に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメント区分に基づき作成したもの

を開示しております。

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

これによるセグメント利益又は損失に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額（△）

3円90銭 △0円86銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
（千円）

175,963 △37,407

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損
失金額（△）（千円）

175,963 △37,407

普通株式の期中平均株式数（千株） 45,099 43,725

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 3円79銭 －

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
（千円）

－ －

普通株式増加数（千株） 1,355 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

－ －

（注） 当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

自己株式の取得

当社は、平成28年８月５日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同

法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項を決議いたしました。

１．自己株式の取得を行う理由

企業環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行し、資本効率の向上を図るため自己株式の取得を行うもの

であります。

２．取得に係る事項の内容

(1）取得対象株式の種類 当社普通株式

(2）取得し得る株式の総数 750,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合1.72％）

(3）株式の取得価額の総額 330,000,000円（上限）

(4）取得期間 平成28年８月８日～平成28年10月31日

(5）取得する方法 信託方式による市場買付

２【その他】

平成28年５月25日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 284,218,545円

（ロ） １株当たりの金額 ６円50銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成28年６月15日

（注） 平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成28年８月８日

エスアールジータカミヤ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂井 俊介 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中尾 志都 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエスアールジー

タカミヤ株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４

月１日から平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エスアールジータカミヤ株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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